
SUMMARY 
Offshore wind climate along the coast of Kanto area was investigated by a mesoscale model and wind 

energy potential considering economical and social criteria was estimated by Geographical Information 

System (GIS). The prediction accuracy of the annual mean wind speed by the mesoscale model was 4.8%. 

The estimated wind climate shows that offshore Choshi, the annual mean wind speed is significantly higher 

than other area. Without considering any economical or social criteria, the total potential along the coast of 

Kanto area is 287TWh/year, which is almost equal to the annual supply of Tokyo Electric Power Company. 

If only the bottom mounted foundation is used, the potential varies from 0.21TWh/year to 7.98TWh/year 

depending on the scenario. On the other hand, when floating foundation is taken into consideration, the 

potential is 100.59TWh/year even for the most conservative scenario. 
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１． はじめに 

日本における風力発電設備容量は 2007 年 1 月現在

113 万 kW に達している 1)．今後，二酸化炭素排出削減

のために更なる風力発電の導入が期待されているが，

陸上での適地不足が深刻な問題となっている．特に大

電力消費地を持つ東京電力のサービス区域内では陸上

の風力資源に限りがあることもあり，この問題が深刻

である．世界各国で同様の問題が顕在化してきており，

洋上風力発電によりこの問題を解決することが期待さ

れている 2)3)．また，欧州では洋上における大規模ウィ

ンドファームが実際に建設され，運用が開始されてい

る．日本においても洋上風力資源に乏しい大都市近傍

で大規模な洋上風力発電が実用化されれば，日本にお

ける風力発電の導入の促進が期待できる． 

大規模風力発電の可能性を調査するためには賦存量

の評価が重要である．賦存量の正確な評価のためには

正確な洋上風況の推定に加え，沿岸からの距離，水深，

社会的制約条件等を考慮し，複数のシナリオの下で賦

存量を比較し，今後の洋上風力開発に際しての基礎的

な資料を提供することが重要である． 

Hasager et al.4)は合成開口レーダー(SAR)の観測デー

タから海面付近の風速を予測し，時間的変動が観測値

と一致することを示し，洋上ウィンドファーム内の風

車の後流の構造を明らかにした．しかし，ハブ高さの

風速の絶対値の予測には課題が残されている． 

日本の沿岸域において洋上風力賦存量を推定した例

として，長井ら 5)は灯台の観測データと線形風況予測

モデル WAsP を用い，日本沿岸において海岸からの距

離 3km 以下の海域における洋上風力賦存量を推定し

た．永井ら 6)は全国港湾海洋波浪情報網(NOWPHAS)

の日本全国 28 地点の沿岸における観測データを用い，

沿岸における風力発電有望地点の検討を行った．これ

らの研究では沿岸の観測データを基に洋上の風況を推

定しているため，風況の推定が可能な海域が沿岸域に
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限られる．しかし，沿岸域においては漁業権や，自然

公園等の規制のため，大規模ウィンドファームを建設

することは難しい．また，欧州では景観の問題から大

規模ウィンドファームは沿岸から 10km 以上離れた海

域に建設するケースが多い．このため，大規模洋上ウ

ィンドファームの検討にあたっては海岸から 3km 以

上離れた海域における賦存量も評価する必要がある． 

藤井 7)は DMSP衛星による SSM/I画像データを用い，

海面の波から海表面における風速を推定し，日本の排

他的経済水域全体の洋上風力賦存量を推定した．本研

究は沖合も含めた日本の洋上全体の風力エネルギー賦

存量を初めて定量的に評価した価値の高いものである

が，風況の推定精度に課題が残されている． 

Garrad et al.8)は欧州における大規模洋上風力発電の

実用化に先立ち，船舶による波高観測と線形風況予測

モデル WAsP9)を組み合わせることにより洋上の風況

を推定し，地理情報システムを用い，ヨーロッパ沿岸

域において水深 40m 以下かつ沿岸からの距離が 30km

以下の海域における風力エネルギー賦存量を水深別，

沿岸からの距離別に推定した．しかしこの手法による

風況の予測精度は検証されておらず不明である．また，

漁業権が設定されている海域，自然公園等に指定され

ている海域あるいは港湾等既に他用途に利用されてい

る海域においてはウィンドファームの建設に対して制

限が加えられるため，これらの社会的制約条件を考慮

する必要もある． 

一方，陸上の風力発電賦存量に関してはメソスケー

ル気象モデルを用いることにより風況マップを作成す

ることが行われている 10),11)．しかし，これらの研究で

は社会的・経済的制約条件を考慮して賦存量を評価す

ることは行っていない．  

そこで本研究ではまず，メソスケール気象モデルを

用いた洋上風況の推定手法を提案し，観測データを用

いて検証を行うとともに関東地方沿岸洋上の風況特性

を明らかにする．そして地理情報システムを用い，社

会的・経済的制約条件を考慮した複数のシナリオに対

し，洋上風力発電賦存量を定量的に評価する． 

 

２． メソスケール気象モデルによる局地風況の予測

と検証 

局地風況は総観スケールの気圧配置を駆動力とする

一般風が地表面粗度，地形，成層，熱による局所循環

の影響を受けて形成される．全球モデルの客観解析値

を境界条件，初期条件とし，質量保存則，運動量保存

則，熱力学方程式，水分の保存則を支配方程式とする

メソスケール気象モデルによる解析を行うことにより，

これらの現象を再現することができる．本研究ではコ

ロラド州立大学で開発されたメソスケール気象モデル

RAMS12)を用い，2000 年における 1 年間の解析を行い，

関東地方沿岸域における風況特性を明らかにした．  

 

２．１ メソスケール気象モデル RAMS の概要 

地域気象モデル RAMS は，風速，仮温位，エクスナ

ー関数，混合比を従属変数とする質量保存則，運動量

保存則，熱力学方程式，水分の保存則を数値的に解き，

初期条件，境界条件の下で従属変数の時間変化を求め

る．x,y,z方向の 3 つの速度成分に関する運動方程式は，

それぞれ 
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と表される．式中の記号の定義を Table 2 に示す．また，

質量保存則は 

 0 0 0 0 0 0 0
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と表される．RAMS では熱力学方程式の変数として，

Tripoli and Cotton13)によって提案された水の相変化に

関わらず保存される物理量である液相・固相の相当温

位(ice-liquid potential temperature)を用い，熱力学方程式

は 
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と表される．また，水分の保存則は 
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と表される． 

この他に Table 2 に示すようにサブモデルとして，大

気放射モデル，積雲モデル，地表面過程モデル，乱流

モデルが組み込まれている．乱流モデルとしては，乱

流エネルギーおよび乱流長さスケールは移流方程式を

解 き ，応 力方 程 式に 境界 層 近似 を適 用 する

Mellor-Yamada のレベル 2.514)を用いた．また，計算領

域として解像度と範囲の異なる 2 つ以上の格子をネス

ティングさせ，双方向ネスティング 15)により，互いに

計算結果を反映させながら，解析を行うことができる． 

地表面および海面の境界条件としては Louis16)の手

法に基づき各方程式のフラックスを計算する．また側

面および上面の境界条件は客観解析値あるいは予報値

などのグリッドデータにナッジングすることができる． 

 

２．２ 解析条件 

本節では，メソスケールの現象を適切に再現させる

ため，二重にネスティングさせた格子を用いた解析を

行った．外側のグリッド 1 では解像度 10km の格子に

より関東平野と周辺の山岳地域を含む領域を対象とし，

大地形が洋上の局所風況に与える影響を考慮した．ま

た，内側のグリッド 2 は本研究で対象とする関東地方

沿岸海域をカバーするよう Fig. 1 に示す銚子沖，相模

湾沖，いわき沖の 3 領域を設定した．また，地形のな

い洋上が本研究の対象であるため，最小水平分解能は

2km とした．各グリッドの計算領域と格子間隔を Table 

3 に示す．銚子沖の水平計算格子点数は東西 78×南北

86，相模湾沖は東西 106×南北 54，いわき沖は東西 56

×南北 84 である．鉛直方向に関しては，地表面，海

表面付近の風速の鉛直プロファイルを正しく再現でき

るよう地表面付近の最小格子間隔をグリッド 2 では

Table 1 式(1)～(6)に用いられた記号の定義 

The notation of the symbols used in equations (1) to (6) 

記号 定義 

u 風速の東西成分 

v 風速の南北成分 

w 風速の鉛直成分 

f コリオリパラメータ 

π’ エクスナー関数の摂動項 

Km 渦粘性係数 

Kh 渦拡散係数 

θil 液相・固相の当温位 

rn 凝集体，霰，雹，の混合比 

ρ 空気密度 

rad 放射パラメタリゼーションに起因するソース項

g 重力加速度 

rt 全混合比 

rv 水蒸気混合比 

π エクスナー関数 

θv 仮温位 

 

Table 2 RAMS のモデル設定 

(The models used in RAMS) 

基本方程式 3次元ブシネスク近似非静水圧方程式 

水平座標(射影法) ポーラーステレオグラフ 

鉛直座標 σz座標系 

水蒸気・降水過程 レベル 2(雲まで考慮) 

乱流モデル 水平: Smagorinsky Deformation 

鉛直: Mellor-Yamada レベル 2.514) 

大気放射モデル Chen and Cotton17) 

地表面過程 Leaf-2モデル 18) 

 

 

Fig. 1 メソスケール気象モデルの解析領域 

(The computational domain of the mesoscale model) 

 

Table 3 計算領域と格子間隔の設定 

(The computational domain and the grid interval) 

計算領域名 いわき 銚子 相模 

解析領域中心
37º 00’ N 

140º 30’ E 

36º 00’ N 

139º 30’ E 

35º 40’ N 

139º 30’ E 

水平格子間隔 10km×10km 10km×10km 10km×10km

水平格子数 55×84 77×53 54×50 

鉛直格子間隔
40m ～ 

1000m 

40m ～ 

1000m 

40m ～ 

1000m 

グ
リ
ッ
ド

1
 

鉛直格子数 30 30 30 

解析領域中心
37º 20’ N 

141 30’ E 

36º 00’ N 

140º 45’ E 

35º 00’ N 

140º 00’ E 

水平格子間隔 2km×2km 2km×2km 2km×2km 

水平格子数 56×84 76×84 100×44 

鉛直格子間隔
20m ～ 

1000m 

20m ～ 

1000m 

20m ～ 

1000m 

グ
リ
ッ
ド

2
 

鉛直格子数 34 34 34 
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Fig. 2 銚子気象台における 2000年 1年間の日平均風速 

(The day averaged wind speed for the year 2000 at the Choshi Meteorological Station) 
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Fig. 3 銚子気象台における 2000年 6月の毎正時 10平均風速 

(10minutes averaged wind speed for June, 2000 at the Choshi Meteorological Station) 

   

  (a) 年間(Annual) (b) 2月 (Feburuary) (c) 6月 (June) (d) 10月 (October) 

 

Fig. 4 銚子気象台における 2000年の風配図 

(The wind rose at the Choshi Meteorological Station for the year 2000) 

20m とし，上空では最大 1000m の格子間隔を用いた．

地上高度 200m 以下における鉛直方向の変数の定義点

は低いところから地上高度 9m, 29m, 52m, 75m, 101m, 

130m, 160m, 193m とし，地上高度，計算領域の高さは

25km とした． 

境界条件・初期条件として，ヨーロッパ中期気象予

報 セ ン タ ー (ECMWF) の 客 観 解 析 値 (Operational 

atmospheric model daily archive)を用いた．また計算対象

期間は，異常年検定において異常がない 19)とされてい

る 2000 年１年とし，日本標準時で 2000 年 1 月 1 日か

ら 12 月 31 日までの通年シミュレーションを行った． 

 

２．３ 銚子気象台における風況特性 

対象とした領域内の気象官署の中で最も海に近い銚

子気象台において観測された風速，風向を用い，本手

法を検証するとともに，銚子における風況特性を明ら

かにする．銚子気象台の周辺は比較的平坦で，地面か

らの高さ 28.2m の観測タワーにおいて風速と風向が観

測されている．Fig. 2 に銚子気象台での 2000 年 1 年間

の日平均風速を，Fig. 3 に 2000 年 6 月の毎正時 10 分

－66－
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県北東部および茨城県南東部の陸上で地形と地表面粗

度の影響を受けて減速した風速の運動量を補償するた

めに風が洋上に回り込み，洋上で風速が増大したもの

と考えられる． 

10 月には北北西風が主風向となる．この海域では北

北西風時には陸地とほぼ平行に風が吹き，沿岸部と沖

の間の風速差は小さくなる． 

 

３． 関東地方沿岸域における洋上風力エネルギー賦

存量の評価 

風力エネルギー賦存量とは現在の技術で取得可能な

年間の最大電力量である．本研究では東京湾を除く関

東地方沿岸域の陸地から 50km までの範囲(Fig. 7)を対

象とし，水深別，海岸からの距離別に風力エネルギー

賦存量を求めた．また，海域によっては社会的，経済

的な理由により大規模洋上ウィンドファームの建設が

現実的でない海域も存在するため，数種類のシナリオ

を想定し，社会的制約条件および経済的制約条件を考

慮した賦存量を推定した． 

 

３．１ 使用した地理データ 

賦存量の算出には様々な地理データが必要となる．

まず，陸地から 50km の範囲を対象に水深別，海岸線

からの距離別に賦存量を算出するため，水深データ及

び海岸線データが必要となる．また，社会的・経済的

制約条件を考慮するためには自然公園，港湾，漁業権

設定海域などの規制に関する地理データが必要となる．

Table 4 に本研究で用いた地理データの一覧と入手先

を示す．Fig. 8に本研究で使用した水深データを示す．

千葉県沖，茨城県沖では比較的水深の浅い海域が多い

が，相模湾においては陸から離れるにつれ急激に水深

が深くなることがわかる．Fig. 9 には漁業権，港湾海

域，自然公園を示す．海岸付近ではほとんどの海域に

漁業権が設定されていることがわかる．また東京湾内

の大部分の海域が港湾となっている．このため，本研

究では東京湾内を対象海域から除外した． 

 

３．２ 風車および風車配置 

賦存量の算出にあたっては，風車および風車の配置

を仮定する必要がある．ヨーロッパで既に建設されて

いる大規模洋上ウィンドファームでは 2MW 級の風車

が使用されている．そこで，本研究では定格出力が

2.4MW の三菱重工業の MWT-92/2.421)を仮定し，賦存

量を算出した．MWT-92/2.4 の仕様及びパワーカーブ

( )P V を Table 5 および Fig. 10 に示す． 

賦存量は風車間隔にも依存する．前章で示したよう

に，関東地方沿岸域における主風向は北西，北北東，

Table 4 本研究で用いた地理データ一覧 

(The list of the geographical data used in this study) 

地理データ種別 使用したデータ データ入手先 

水深 日本近海等深線データ 海洋情報研究センター

海岸線 国土数値情報 国土交通省 

自然公園設定区域 国土数値情報 国土交通省 

漁業権設定区域 国土数値情報 国土交通省 

漁港エリア 国土数値情報 国土交通省 

港湾エリア 国土数値情報 国土交通省 

 

Table 5賦存量の計算に用いた風車の諸元および風車配置 

(The specification of the wind turbine used for the estimation of 

the wind energy potential) 

項目 諸元 

ロータ直径 92m 

ハブ高 70m 

定格出力 2.4MW 

制御方法 ピッチ制御 

カットイン風速 3m/s 

カットアウト風速 25m/s 

風車設置間隔 8D×8D 
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Table 6 �������	
��	��(TWh/year) 

(Wind energy potential considering the water depth and the distance 

from the coastline) 

�������(km) 

0-10 10-20 20-30 30-40 40-50 

	

0-10 4.77 0.00 0.05  0.05  0.00  4.87 

10-20 9.00 0.44 0.05  0.03  0.00  9.51 

20-100 22.49 24.55 5.92  0.42  0.00  53.38 

100-200 4.96 8.56 23.73  9.29  0.26  46.81 

200-300 2.23 1.24 5.28  6.60  0.82  16.18 

300-400 2.16 1.27 3.30  6.38  2.51  15.62 

400-500 1.75 2.61 1.69  5.89  3.58  15.53 

�
�

(
m

)
 

500- 5.95 24.26 21.89  29.05  43.50  124.65 
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ル気象モデルの結果と合わせることにより(12)式によ

り各対象海域別の賦存量を推定した． 

 

３．４ 水深・海岸線からの距離別の賦存量 

以上の方法を用いて，関東地方沿岸 50km 以内の洋

上における賦存量を海岸からの距離・水深別に求めた．

Fig. 12 と Table 6 にその結果を示す．本研究で対象と

した海域では合計で 286.54TWh/year の賦存量がある

ことがわかる．これは東京電力の 2005 年の年間電力販

売量 288.7TWh/year23)にほぼ等しい．ただし，Fig. 12

からわかるように賦存量の大部分は水深 500m を越え

る海域にあり，経済的に利用が難しいと考えられる．

また，水深 10m 以下の海域にも年間 4.87TWh の賦存

量があるが，そのほとんどは海岸からの距離が 10km

以内の海域に集中しており，漁業権等の社会的制約条

件を受ける．これらの経済的・社会的制約条件を考慮

した場合の賦存量について次節で詳細に検討する． 

 

３．５ 社会的・経済的制約条件を考慮した賦存量 

前節で算出した風力エネルギー賦存量のうち，いく

つかのシナリオについて社会的・経済的条件を考慮し

た賦存量を算定した． 

まず，建設する海域の水深は採用する基礎形式に大

きく関係する．水深が 20m 以下の海域においては欧州

で実用化されている着底型基礎を用いることができる

が，20m 以上の海域においては浮体型基礎を用いる必

要がある．また，浮体型基礎を用いる場合でも水深が

500m を越えると経済的な理由から建設が難しくなる

ことが指摘されている．そこで，本研究では着底型基

礎を用いる場合を想定し，水深 20m 以下の海域を対象

とするシナリオと，浮体式基礎を採用することを想定

し，水深 500m 以下の海域を対象とするシナリオを検

討した． 

次に，大規模ウィンドファームを建設する際には漁

業権，自然公園等の規制により，開発可能な海域は限

られる．そこで，本研究では Fig. 9 に示す自然公園，

港湾区域，漁業権設定水域を開発対象から除外するシ

ナリオと，除外しないシナリオについて検討した．さ

らに，欧州の大陸部では海岸に近い海域における大規

模洋上ウィンドファームの建設は景観上の観点から制

限されている．そこで自然公園，港湾区域，漁業権設

定海域に加え，海岸からの距離が 10km 以内の海域を

開発対象から除外するシナリオも検討した． 

最後にウィンドファームの経済性について検討した．

ウィンドファームの経済性を評価する指標として設備

利用率CFがしばしば用いられる．設備利用率は，実

 

Table 7 社会的・経済的制約条件を考慮したシナリオ別賦存量 

(Wind energy potential for each scenario considering the social and economical criteria) 

シナリオ 基礎形式 社会的制約 設備利用率 利用可能面積

(km2) 

風車基数

(基) 

設備容量 

(万 kW) 

賦存量 

(TWh/year) 

賦存量比率※3

(%) 

B0-25 着底 考慮しない 25%以上 901 1,663 399 11.51 3.99

B0-30 着底 考慮しない 30%以上 590 1,088 261 7.98 2.76

B0-35 着底 考慮しない 35%以上 125 232 56 1.84 0.64

B1-25 着底 ※1 25%以上 354 654 157  4.71 1.63

B1-30 着底 ※1 30%以上 292 540 130 3.98 1.38

B1-35 着底 ※1 35%以上 79 146 35 1.16 0.40

B2-25 着底 ※2 25%以上 15 27 6 0.21 0.07

B2-30 着底 ※2 30%以上 15 27 6 0.21 0.07

B2-35 着底 ※2 35%以上 15 27 6 0.21 0.07

F0-25 着底/浮体 考慮しない 25%以上 10,481 19,345 4,643 150.42 52.10

F0-30 着底/浮体 考慮しない 30%以上 8,977 16,573 3,978 133.42 46.21

F0-35 着底/浮体 考慮しない 35%以上 5,983 11,044 2,651 93.53 32.40

F1-25 着底/浮体 ※1 25%以上 8,837 16,314 3,915 129.14 44.73

F1-30 着底/浮体 ※1 30%以上 7,906 14,594 3,503 118.55 41.06

F1-35 着底/浮体 ※1 35%以上 5,598 10,334 2,480 87.76 30.40

F2-25 着底/浮体 ※2 25%以上 7,234 13,355 3,205 107.56 37.26

F2-30 着底/浮体 ※2 30%以上 6,622 12,225 2,934 100.59 34.84

F2-35 着底/浮体 ※2 35%以上 5,106 9,427 2,262 80.40 27.85

※1: 漁業権設定海域・自然公園・港湾海域を除外 

※2: 業業権設定海域・自然公園・港湾海域・海岸から 10km未満の海域を除外 

※3: 賦存量の東京電力の 2005年年間販売量(288.7TWh/year)に対する比率 

－71－
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(The wind energy potential for each scenario with the minimum capability factor of 30 percent considering the water depth and the 

distance from the coastline) 
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の空間分布が大きく変化する．北西の風が卓越す

る冬季には陸から離れるにつれ，風速が急激に増

大する．南南西の風が卓越する初夏には陸からの

距離に風速は大きく依存せず，銚子沖，福島沖に

風速の極大域が存在する．北北西の風が卓越する

秋季には全体的に平均風速が低い．この結果，風

況は海域によって大きく異なり，銚子沖において

は他の海域に比べ，平均風速が高くなる． 

3. 海岸からの距離 50kmまでの全海域を対象とした

場合に，風力エネルギー賦存量は年間 287TWhと

なり，2005年の東京電力の年間電力販売量とほぼ

等しい． 

4. 着底型基礎のみが利用可能である場合，沿岸海域

の利用の可否が賦存量に大きく影響する．設備利

用率 30%以上となる海域を対象とした場合，全て

の海域が利用可能なシナリオでは賦存量は

7.98TWh/yearに達するが，漁業権・景観等の社会

的制約条件を考慮した最も厳しいシナリオでは

賦存量は 0.21TWh/yearに減少する． 

5. 浮体式基礎を含めた場合，賦存量は大きく増大し，

設備利用率が 30%以上となる海域を対象とした

場合，最も厳しい社会的制約条件を課したシナリ

オでも賦存量は 100.59TWh/yearに達する．また，

この場合，水深 20～200m，海岸からの距離 10～

30km までの海域に，東京電力の年間電力販売量

の 14%に相当する 39.32TWh/yearの賦存量が存在

するため，この海域を対象として今後の技術開発

および詳細な計画の立案を行うのが妥当である

と考えられる． 
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